
高圧水駆動カッターの研究開発

平成23年度産学官連携
功労者表彰総務大臣賞

少水量型消火剤の開発と
新たな消火戦術の構築
平成19年度産学官連携
功労者表彰総務大臣賞

水／空気２流体混合噴霧消火
システムを用いた放水装備
平成17年度産学官連携
功労者表彰総務大臣賞

【代表研究機関等】
櫻護謨株式会社、株式会社スギノマ
シン高圧装置事業部、首都大学東
京機械工学専攻、東京消防庁消防
技術安全所

代表的な研究成果

【代表研究機関等】
北九州市立大学、シャボン玉石け
ん（株）、(株)古河テクノマテリアル、
北九州市消防局

【代表研究機関等】
三菱重工業株式会社横浜研究所、横
浜市消防局、独立行政法人消防研究
所（現消防研究センター）

年度 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

予算 2億円 3億円 3.7億円 3.2億円 3億円 2.9億円 2.7億円 2.5億円 1.6 億円 2.1億円 1.8億円 1.5億円 1.4億円 1.3億円 1.2億円 1.2億円
(予算案)新規 16 件 12 件 11 件 9 件 9 件 13 件 12 件 9 件 6 件 12 件 5件 4件 6件 9件 9件

継続 - 件 12 件 18 件 15 件 17 件 13 件 13 件 19 件 10 件 7 件 13 件 10 件 6件 7件 7件

「消防防災科学技術研究推進制度」の概要

提案公募の形式により消防機関等が直面する課題の解決に向けて、産学官において研究活動に携わる者等か
ら幅広く募り、研究の内容に高い意義が認められる提案者に対して研究を委託し、国民が安心・安全に暮らせる
社会を実現するもの。（平成15年度創設）

消防防災科学技術研究推進制度の趣旨

研究期間 研究開始年度始期とする１年間、２年間又は３年間のいずれか

研究費の額（申請可能額） １課題当たり、最大2,600万円を上限（直接、間接経費を含む）

研究代表者、研究協力者又は研究支援者として、消防機関（消防本部又は消防署）等※に所属する者が参画するこ
とを必須としている。（※平成28年度公募から「地方公共団体の消防・防災を担当する部署」を追加。防災行政無線や自主防災組織の研究への対応）

クラウド型救急医療連携
システムの研究
平成28年度MCPC award
2016 総務大臣賞

【代表研究機関等】
福井大学医学部、勝山市消防本部、
嶺北消防組合消防本部、
大野市消防本部

参考資料１



テーマ設定型研究開発

プログラム 公募する研究課題のテーマ 採択予定 経費等 実施期間

重要研究開発
プログラム

消防職員の技能、経験をＡＩ等の先端技術に活かすことにより火災現場活動の高度化
を図る研究

１～２件程度

最大2,600万円/年
(直接経費

≒2,000万円/年)

最大で３年間
（所用の成果を達成
できる期間を提案）

重要施策
プログラム

① 高齢者等に関する火災の主要因の一つである布団類や衣類への着火を防止する
ことに特化した防炎処理方法等の研究

最大2,000万円/年
(直接経費
≒1,500万円/年)

最大で３年間
（所用の成果を達
成できる期間を提
案）

② 危険物施設の長期使用技術の研究開発

③ 林野火災の大規模化や少人数かつ多様な人材による消火体制に対応するための
消火方法の研究開発

④ 住民の過疎化・高齢化や携帯情報端末の普及を踏まえた多様な防災情報伝達手
段の最適な組み合わせに関する研究開発

⑤ 都市部や山間部等の地域特性における防災行政無線の屋外スピーカーの最適配置に
関する研究開発

⑥ 社会全体の救命効果向上を目的とした効果的な応急手当普及方策に関する調査研究

⑦ 適切な疾病管理を目指した救急搬送情報と医療情報の連携技術に関する研究

テーマ自由型研究開発

区 分 概 要 経費等 実施期間

現場ニーズ対応型
研究開発事業

消防機関が直面する課題を解決するためのシーズを活用した研究で、消防機関の具体的
ニーズが存在し、その成果の導入が見込める研究開発を募集(研究開発成果の導入を予定し
ている消防機関が参画する場合に限る) 【Ａ、Ｂ】

テ
ー
マ
自
由
枠
Ａ

最大1,300万円/年
(直接経費≒

1,000万円/年)
〔採択予定〕
最大１件程度

1年間又は2年間

研究成果実用型
研究開発事業

消防防災分野における既存の基礎・応用研究等の成果のうち、その実用化や現場への導入
について、消防機関等の具体的ニーズが存在する研究開発を募集(研究開発成果の実用化
や現場への導入を予定している消防機関等が参画する場合に限る) 【Ａ、Ｂ】

地域スキーム導入型
研究開発事業

地域の消防防災力の向上を実現するため、学術研究に基づく効果的なスキームをモデル地
域に導入するとともに、他の地域への展開を目指す研究開発を募集 【Ｂ】

テ
ー
マ
自
由
枠
Ｂ

最大260万円/年
(直接経費≒
200万円/年)
〔採択予定〕
最大５件程度

新手法開発型
研究開発事業

消防機関等が抱える課題をはじめ、消防防災分野の様々な課題に対し、新たな視点からのア
プローチにより解決を目指す研究、又はそのアプローチを行う上での基盤となる研究開発を
募集（研究の方向性について、消防機関等から適切なアドバイスを受けることが必要） 【Ｂ】

平成３０年度公募について
● 公募期間 平成２９年１０月１９日（木）～平成２９年１２月２０日（水）１７時まで【〆切済み】

● 公募テーマ

応募者にできるだけ早く準備に着
手していただけるように、予算編成
中の段階から募集を行うこととして
おり、今後の予算編成の状況次第
で変更があり得ることを前提。



平成２９年度実施の研究課題①



平成２９年度実施の研究課題②
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